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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
調節ネジであって、
第一の端部、第二の端部および外側湾曲面を有しているシリンダ形状の本体部分と、
前記シリンダ形状の本体部分の経線方向の軸からズラし、前記第一の端部に設けられてい
る第一の突出部と、
前記シリンダ形状の本体部分の経線方向の軸からズラし、前記第一の突出部と対向させ、
第一の端部に設けられている第二の突出部とを備えており、
前記外側湾曲面のうちの少なくとも一部分が、雌ネジ山の切られた開口部と係合するため
のネジ山を有しており、
前記第一の突出部および前記第二の突出部の各々が前記シリンダ形状の本体部分を前記経
線方向の軸を中心として回すために第一のソケットと係合するように構成されており、
前記第一の突出部および前記第二の突出部が、前記シリンダ形状の本体部分を前記経線方
向の軸を中心として回すために前記第一のソケットよりも大きな第二のソケットと係合す
るように構成されてなる、調節ネジ。
【請求項２】
前記第一および第二の突出部のそれぞれが対となった突起を含み、かつ、該突起のそれぞ
れが前記第一のソケットおよび前記第二のソケットのうちの少なくとも一つと係合するた
めの、平面視で斜めの側面を有してなる、請求項１に記載の調節ネジ。
【請求項３】
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前記突起のそれぞれが、平面視で平行四辺形を形成する、請求項２に記載の調節ネジ。
【請求項４】
前記第一の突出部と前記第二の突出部との間に設けられ、前記シリンダ形状の部材を前記
経線方向の軸を中心として回転させるソケットレンチの伝動部材と直接係合するように構
成された矩形状の開口部をさらに備えてなる、請求項３に記載の調節ネジ。
【請求項５】
前記矩形状の開口部が正方形である、請求項４に記載の調節ネジ。
【請求項６】
前記矩形状の開口部が前記経線方向の軸を中心として形成されてなる、請求項５に記載の
調節ネジ。
【請求項７】
前記突出部が、前記シリンダ形状の部材を前記経線方向の軸を中心として回転させるネジ
回しを受けるためのスロットをそれぞれ対応して形成してなる、請求項６に記載の調節ネ
ジ。
【請求項８】
前記シリンダ形状の本体部分および前記ネジ山が流体レギュレータ調節ネジとして用いら
れるためのサイズに形成されてなる、請求項１に記載の調節ネジ。
【請求項９】
流体レギュレータに用いられる調節ネジであって、
前記流体レギュレータのネジ山の切られた開口部と調節可能に係合するための手段と、
第一のサイズの第一のソケットおよびこれと異なる第二サイズの第二のソケットと係合す
るための手段とを備えており、
前記第一のソケットおよび前記第二のソケットと係合するための手段が、第一の突出部と
第二の突出部とを含み、しかも、該第一の突出部と第二の突出部とは平面上間隔をおいて
対向して設けられており、かつ、該突出部のそれぞれが対となった突起を含むと共に、該
突起の各々が平面視で平行四辺形を形成し、前記第一のソケットおよび前記第二のソケッ
トと係合するため側面を有してなる、調節ネジ。
【請求項１０】
正方形状の伝動部材と直接係合するための手段をさらに備えてなる、請求項９に記載の調
節ネジ。
【請求項１１】
前記正方形状の伝動部材と係合するための手段が矩形状の開口部を含んでなる、請求項１
０に記載の調節ネジ。
【請求項１２】
前記調節可能に係合するための手段が、前記流体レギュレータの雌ネジ山の切られた開口
部と係合するために外面にネジ山の切られたシリンダ形状の本体を含んでなる、請求項９
に記載の調節ネジ。
【請求項１３】
前記第一のソケットおよび前記第二のソケットと係合するための手段が、ネジ回しのブレ
ードを受けるための手段を含んでなる、請求項９に記載の調節ネジ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、２００７年４月２０日に出願された米国仮特許出願第６０／９１３，０８４
号の優先権を主張するものであり、かかる米国仮特許出願の全内容を、本明細書において
参照することによりここに援用するものとする。
本発明は、一般的に調節ネジに関するものであり、とくに複数の異なるツールによる調節
ができるように構成された調節ネジに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　プロセス制御システムでは、プロセスパラメータを制御するためにさまざまなフィール
ドデバイスが用いられている。通常、複数のタイプおよびサイズのモータ、温度センサ、
圧力センサ、流体弁および／または流体レギュレータなどがプロセス制御システムの全体
にわたって配設されている。フィールドデバイス（たとえば、流体レギュレータ）の交換
、修理および保全には、技術者が複数のツールを持ち運ぶことが要求されることが多い。
たとえば、いくつかのツールがフィールドデバイスの交換に必要とされ、さらに他のツー
ルがデバイスの修理（たとえば、ダイヤフラムまたは他の部材の交換）に必要とされ、ま
たさらに他のツールがデバイスの保全（たとえば、調節、校正など）に必要とされる場合
がある。このような複数のツールを取り揃えておくことは、とくに個々の異なるタイプの
フィールドデバイスが対応する同様のツールの品揃えを必要とする場合にあっては、不便
で、厄介で、費用の掛かるものである。
【０００３】
　フィールドデバイスの交換、修理および保全に必要とされるツールの数を削減したとい
うニーズに対処するために、製造業者の中には、フィールドデバイス（調節ネジなど）の
たとえば調節にあたって複数の異なるツールを用いうるようにフィールドデバイスを構成
した業者もいる。たとえば、調節ネジにソケットレンチを受ける突起とネジ回しのブレー
ドを受けるスロットとを設けることにより、デバイスの交換、デバイスの他の部品の保守
・点検に本来用いられうるツールを用いて、または、複数の異なるフィールドデバイスに
用いられるもっと多目的なツール（たとえば、あるサイズのソケットレンチというよりは
むしろネジ回し）であるツールを用いて調節を行う方法を現場の技術者に提供するように
してもよい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、フィールドデバイスの中には技術者が複数の異なるツールのうちのいず
れか一つを用いることができるような調整機構を備えているデバイスもあるものの、これ
らの調節機構のうちのほとんどは、技術者が最終的に所持していなければならないツール
の数を著しく削減するものではない。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　記載の一実施形態では、調節ネジは、第一の端部と、第二の端部と、外側湾曲面とを有
したシリンダ形状の本体部分を備えている。外側湾曲面のうちの少なくとも一部分は、雌
ネジ山の切られた開口部と係合するためのネジ山を有している。また、例示の調節ネジは
、シリンダ形状の本体部分の経線方向の軸(longitudinal axis)からズラして第一の端部
に設けられている第一の突出部と、シリンダ形状の本体の経線方向の軸からズラしかつ第
一の突出部と対向して第二の端部に設けられている第二の突出部とをさらに備えている。
【０００６】
 第一の突出部および第二の突出部の各々は、シリンダ形状の本体部分を経線方向の軸を
中心として回すために、第一のソケットと係合するように構成されている。これに加えて
、第一の突出部および第二の突出部は、シリンダ形状の本体部分を経線方向の軸を中心と
して回すために、第一のソケットよりも大きな第二のソケットと係合するように構成され
ている。
【０００７】
　他の記載の実施形態では、調節ネジは、第一の端部と、第二の端部と、経線方向の軸と
、外側湾曲面とを有したシリンダ形状の本体部分を備えている。外側湾曲面のうちの少な
くとも一部分は、雌ネジ山の切られた開口部と係合するためのネジ山を有している。これ
に加えて、シリンダ形状の本体部分は、シリンダ形状の部材を経線方向の軸を中心として
回すためにソケットレンチ伝動部材と直接係合するように構成された矩形状の開口部を有
している。
【０００８】
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　さらに他の記載の実施形態では、レギュレータ弁に用いられる調節ネジは、 流体レギ
ュレータのネジ山の切られた開口部と調節可能に係合するための手段と、 第一のソケッ
トおよび第二のソケットと係合するための手段とを備えており、 第一のソケットが第一
のサイズを有し、第二のソケットが第一のサイズよりも大きな第二のサイズを有している
。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】公知の調節ネジ構造を有する流体レギュレータを示す断面図である。
【図２】複数のツールによる調節ができるように構成された公知の流体レギュレータ調節
ネジを示す図である。
【図３Ａ】本明細書に記載の調節ネジの一例を示す図である。
【図３Ｂ】本明細書に記載の調節ネジの一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本明細書には、複数のツールによる調節ができるように構成された調節ネジの一例が記
載されている。公知の調節ネジとは対照的に、本明細書に記載の例示の調節ネジは、本来
ならば例示の調節ネジを備えたデバイスの交換、点検または保全を行うためにサービス作
業員により通常持ち運ばれうる２つの異なるサイズのソケットまたはソケットレンチと係
合するように構成されている。たとえば、流体レギュレータ（たとえば、ガスレギュレー
タ）の制御圧力または設定圧力を調節するために例示の調節ネジが用いられる場合、例示
の調節ネジは、流体レギュレータのフランジボルトと係合するようなサイズに形成されて
いる第一のソケットレンチまたはソケットを用いて調節可能（たとえば、ネジの経線方向
の軸を中心として回転可能）となっていてもよい。また、例示の調節ネジは、流体レギュ
レータの弁ポートに用いられるようなサイズに形成された第二のソケットにより調節可能
となっていてもよい。さらに、例示の調節ネジは、矩形上の（たとえば、正方形状の）開
口部を備えてソケット伝動部材（たとえば、ソケットレンチまたはソケットレンチの延長
部の正方形状の伝動部）を受けることによりネジが調節されるようになっていてもよい。
これに加えて、例示の調節ネジは、ネジ回しのブレードを受けるための一または複数のね
じ回し用スロットを備えることにより、現場の技術者またはサービス作業員にサービス作
業員が通常持ち運んでいるネジ回しを用いて当該ネジを調節させることを可能とするよう
になっていてもよい。
【００１１】
　したがって、本明細書に記載の例示の調節ネジをフィールドデバイスに用いてこれらの
フィールドデバイスの点検に際してサービス作業員により必要とされるツールの数および
／または種類を削減することによって、このようなデバイスの点検のコスト全体を（たと
えば、ツールの購入および／または複数の数のツールの持ち運びに関連するコストの削減
により）削減することが可能となる。
【００１２】
　例示の調節ネジについて詳細に記述する前に、従来の調節ネジを有する流体レギュレー
タ１００および複数のツールによる調節ができるように構成された公知の調節ネジを図１
および図２を参照して簡単に説明する。図１は、公知の調節ネジ構造を有している流体レ
ギュレータ１００を示す断面図である。図１に示されているように、流体レギュレータ１
００は、当該弁箱１０４に結合されているケーシングまたはハウジング１０２を備えてい
る。弁箱１０４は、当該弁箱１０４内に形成されている流体流路内に配置された弁座１０
８と係合する流れ制御部材１０６を有して流入口１１０と流出口１１２との間の流体の流
れを制御するようになっている。弁棒１１４は、レバー１１６を通じて、流れ制御部材１
０６をダイヤフラム１１８に作用可能に結合している。ダイヤフラム１１８は、制御バネ
１２０を通じてレバー１１６に力を加えて弁座１０８に対する流れ制御部材１０６の位置
を制御するようになっている。 
【００１３】
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　ケーシング１０２は、ダイヤフラム１１８と、ダイヤフラム１１８に力を加える制御バ
ネ１２０とを収容している。制御バネ１２０によりダイヤフラム１１８に加えられる力は
調節ネジ１２２により調節可能である。この調節ネジ１２２にはキャップまたは栓１２４
を取り除くことによりアクセスすることができる。流体レギュレータ１００の調節ネジ１
２２は、たとえば単一の六角ソケットレンチサイズにより、六角形状の伝動部材によりお
よび／または標準型のネジ回しのブレードにより調節可能に構成されうる。
【００１４】
　調節ネジ１２２を調節（たとえば、時計回り方向に向けて回転）してバネ１２０を圧縮
することにより、バネ１２０によりダイヤフラム１１８に加えられる力を大きくすること
ができる。バネ１２０により加えられる力を大きくすると、流体レギュレータ１００によ
り提供される設定圧力または流出口制御圧力が大きくなる。同様に、調節ネジ１２２を調
節（たとえば、時計回りとは反対の方向に向けて回転）してバネ１２２を減圧することに
より、バネ１２０によりダイヤフラム１１８に加えられる力を小さくすることができる。
バネ１２０によりダイヤフラム１１８に加えられる力を小さくすると、流体レギュレータ
１００により提供される設定圧力または流出口制御圧力が小さくなる。
【００１５】
　図２には、複数のツールによる調節ができるように構成された公知の流体レギュレータ
調節ネジ２００の一例が示されている。この公知の調節ネジ２００は、アクタリス（Ａｃ
ｔａｒｉｓ）により製造されているＢ３４／Ｂ３８型流体レギュレータに用いられている
。図２を詳細にさらに参照すると、調節ネジ２００は、最外側の湾曲面にネジ山２０４を
備えたシリンダ形状の本体２０２を有している。ネジ山２０４は、レギュレータハウジン
グ、とくにこのようなレギュレータのバネケーシングの雌ネジの切られた開口部と螺合し
て、調節ネジ２００の回転による調節を可能としている（たとえば、レギュレータの流出
口制御圧力を変更するため）。
【００１６】
　調節ネジ２００の端部または表面２０６は一対の突出部または六角形状の突起２０８、
２１０を備えている。各突出部は、突出部２０８および２１０のうちの一つに結合される
ソケットレンチを通じた調節ネジ２００の回転を可能とする同一のサイズの六角形状のソ
ケットと係合するようなサイズに形成されている。これに加えて、調節ネジ２００は、六
角形状の開口部２１２を備えている。この開口部は、調節ネジ２００の経線方向の軸を中
心として設けられ、六角形状の伝動ツールを受けるようになっている。このように、六角
形状の伝動ツールを調節ネジ２００を回転させるために用いることができる。最後に、公
知の調節ネジ２００は、対向するスロットを形成する複数の対の突出棒２１４、２１６を
備えている。これらの対向するスロットは、標準型のネジ回しのブレードを受けるように
構成されることにより現場のサービステクニシャンがネジ回しを用いて調節ネジ２００を
回転させることができるようになっている。
【００１７】
　図３Ａおよび図３Ｂには、複数のツールによって調節可能に構成される本明細書に記載
の調節ネジ３００の一例が示されている。図３Ａおよび図３Ｂに示されているように、例
示の調節ネジ３００は、第一の端部または面３０４と、第二の端部または面３０６と、湾
曲した外面３０８とを有したシリンダ形状の本体部分３０２を備えている。湾曲した外面
３０８はネジ山３１０を有しており、このネジ山は、雌ネジ山が切られている開口部（図
示せず）と係合するようなサイズに形成されている。シリンダ形状の本体部分３０２およ
びネジ山３１０は、流体レギュレータ制御圧力調節ネジの如きフィールドデバイスの調節
メカニズムとして調節ネジ３００を用いることができるようなサイズに形成されうる。
【００１８】
　例示の調節ネジ３００の第一の端部３０４は、第一の対の突起または突出部３１２と、
当該第一の対の突出部３１２に対向する第二の対の突起または突出部３１４を有している
。これらの複数の対の突出部３１２、３１４は、調節ネジ３００の経線方向の軸３１６か
ら同一の距離だけズラされているものとして記載されている。しかしながら、このような
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ズレを等しくする必要はないので、これらの複数の対の突出部３１２、３１４を他の適切
な間隔をおいて並べることにより同様の結果を得ることも可能である。 
【００１９】
　これらの複数の対の突出部３１２、３１４の各々は、（第一の対の突出部３１２に関し
て点線３１８で記載されている）第一のサイズのソケットと係合するような幾何学形状お
よびサイズを有しうる。複数の対の突出部３１２、３１４の幾何学形状およびサイズを用
いると、第一のソケットよりも大きな第二のサイズのソケット（両方の対の突出部３１２
、３１４に関して点線３２０で記載されている）が両方の対の突出部３１２、３１４と同
時に係合することができるようになる。このように、例示の調節ネジ３００を経線方向の
軸３１６を中心として回すまたは回転させるために第一のサイズ３１８または第二のサイ
ズ３２０を備えたソケットを用いてもよい。好ましいものの必ずしも必要というわけでは
ないが、調節ネジ３００が設けられたデバイスおよび／または通常サービス作業員により
点検される他のデバイスの他の締結部材もしくは調節部材と係合させるために第一のサイ
ズのソケット３１８および第二のサイズのソケット３２０が用いられてもよい。
【００２０】
　図３Ａおよび図３Ｂに示されている実施形態では、突出部３１２、３１４は、第一のソ
ケット３１８および第二のソケット３２０のうちの少なくとも一つと係合するための傾斜
面（平面視で斜めの側面）３２２、３２４、３２６、３２８を備えている。さらに詳細に
いえば、例示の突出部３１２、３１４は、平行四辺形の形状を形成する傾斜側面（平面視
で斜めの側面）を有している。さらに、突出部３１２および３１４は、それぞれ対応する
スロット３３０および３３２を形成して、標準型のネジまわしのブレードを受けることに
より、調節ネジ３００を経線方向の軸３１６を中心として回転させることができるように
なっている。他の実施形態では、スロット３３０および３３２が任意選択的に削除されて
もよいし、および／または、突出部３１２および３１４の各々が複数の対の突出部ではな
く単一の突出部もしくは突起であってもよい。
【００２１】
　また、例示の調節ネジ３００は、経線方向の軸３１６を中心として調節ネジ３００を回
転させるソケットレンチ伝動部材を受けるまたはそれと係合するように構成された矩形状
の開口部３３４を第一の対の突出部３１２と第二の対の突出部３１４との間にさらに備え
うる。ある実施形態では、矩形状の開口部３３４は正方形であり、経線方向の軸３１６を
中心として設けられている。他の実施形態では、開口部３３４は、経線方向の軸３１６を
中心として調節ネジ３００を回転させるたとえば六角キーの如きツール部材を受けるいか
なる多角形状またはその他の適切な形状を有していてもよい。
【００２２】
　本明細書において、いくつかの例示の装置が記載されているが、本発明の技術範囲はそ
れらに限定されるものではない。むしろ、本発明は、文字通りにまたは均等論に従って添
付の特許請求の範囲に公正に含まれる装置および製品すべてを網羅するものである。
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